
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年実施された小学校６年生、国語Ａの全国学力テストの結果が 

国ワースト１という結果は、私を含め学校や先生を信頼していた保護 

者にとっても、衝撃的なものでした。 

 県下では長い間、公立小中学校で活用している、学校指定の補助 

教材（テスト・ドリル・ワーク・資料集等）の一部が、特定の出版社に片 

寄っているとのことから、我が自民改革会議ではこのこともテスト結果 

に何らかの影響があったのではないか、との視点で、学校ではどのよ 

うな補助教材を活用して学力向上を図っているか、その実態の公表 

を求めて来ました。 

 

 当初、県教育委員会は、この件は、市町村教育委員会の権限と責 

任において判断されるものとして調査に消極的でありましたが、公表の 

必要性を継続的に取り上げた結果、約１年経過した 9月議会でその 

結果を公表しました。 

 その結果は、下図表の通りで「静岡教育出版社」のシェアが突出している実態が明らかになりました。 

 従来の事業仕分けに代る事業レビュー（市町・民間との連携に関する議論）の中でもこの問題は取り上げられ、その結果、校長会や教員

が深くコミットする教材研究の成果を、教育出版社が独占的に利益を得る仕組み以外の方法も検討の必要があり、さらに教材を選定する

側（学校長）が、選定される側（校長会が参画する静岡県出版文化会）との間に、不透明な関係としての疑念の見直し等の意見がまとまり

ました。 

これを受け、知事は副教材選定に関する透明性などを検証する、副知事を 

トップとする「補助教材作成・選定・評価方法調査チーム」を発足し、その調査結

果を近いうちに報告することとなりました。 

                                  今後も、地域の将来を担う子供たちの為にも、全国でも特異な副教材の作成、供

給の仕組みについての調査結果を注視してまいります。 
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副教材選定問題について 
 

県内公立小中学校の 

 
 

 

 

学校 教科 学年 2013 年度 2014 年度 

小学校 国語 １～６年 ８４ ６０ 

算数 ８６ ６７ 

理科 ３～６年 ８６ ６８ 

社会 ９３ ８２ 

中学校 国語 １～３年 ９８ ９１ 

数学 ９５ ９２ 

理科 ９３ ９２ 

社会 ９６ ９４ 

英語 ９３ ９２ 

 

 

 県内公立小中学校で採択された単元テスト 

教科別の静岡教育出版社のシェア（単位：％） 

 

 

※県教委が県議会に提出した資料を基に作成 
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平成 27 年 1 月    第１０号 ふ る さ と に っ こ り 通 信  

自民党厚生問題対策連絡協議会委員としての活動の中、平成

２６年１１月１８日に、連絡協議会に参加させて頂きまた。    

関連団体の皆様より平成２７年度予算に対する要望をお伺

い致しました。自民党県連役員及び静岡県健康福祉部管理局も

参加の中、様々な内容についての具体的な要望をお受けいたし

ました。今後、積極的に取り組んでまいります。 

「自民党厚生問題対策連絡協議会参加議員」 

・（自民党県連役員）大石哲司・宮沢正美・藪田宏行 

・（厚生問題対策連絡協議会）小楠和男・竹内良訓・宮城也寸志・中沢公彦 

・良知淳行 

「要望事項抜粋」○公益社団法人静岡県看護協会・静岡県看護連盟 

１、看護職の確保・定着・再就業を可能とする労働条件及び環境改善に対する支援 

２、施設・在宅領域での医療ニーズに対応する看護職への支援 

３、地域の保健・医療ニーズに応える看護の質向上への支援 

４、看護基礎教育の質向上に対する支援 

５、「特定行為に係る看護師の研修制度」導入に関する体制整備 

 

会議の場においても、夜間を含む業務内容の職場環境の改善や、子育て中の

看護師が育児と仕事を両立できる環境整備についてなど切実な問題について

の現状を改めてお伺いいたしました。別に行った病院・施設視察において、志

太榛原地域の病院視察にお伺いさせて戴いた際も各病院とも、地域医療の向上

にスタッフ一丸となって努められている中、医療の現場を支える看護師の質の

向上と、人材の確保についての危機感を持ち、独自の対応をとられている現状

を学んでまいり、早急な対応の必要を感じました。国をはじめ関連機関への働

きかけを行ってまいります。 

○ご要望を頂いた団体名（敬称略） 

公益財団法人静岡県病院協会・公益社団法人静岡県柔道整復

師会・公益社団法人静岡県看護協会・静岡県看護連盟・公益

社団法人静岡県薬剤師会・一般社団法人静岡県助産師会・一

般財団法人静岡県食品衛生協会・静岡県社会福祉協議会・静

岡県民生委員児童委員協議会・静岡県社会福祉法人経営者協

議会・特定非営利活動法人静岡県ボランテイア協会・静岡県

保育所連合会・静岡県児童養護施設協議会・一般財団法人静

岡県老人クラブ連合会（シニアクラブ静岡県）・静岡県老人福

祉施設協議会・静岡県知的障害者福祉協会・静岡県手をつな

ぐ育成会・公益財団法人静岡県精神保健福祉会連合会・静岡

県福祉医療施設協議会・静岡県救護更生施設連絡協議会・市

町社会福祉協議会連絡連合会・一般社団法人静岡県社会福祉

士会・一般社団法人静岡県子ども会連合会・静岡県保育士会・

静岡県母子生活支援施設協議会・静岡県乳児院協議会・静岡

県里親連合会・公益財団法人静岡県母子 

寡婦福祉連合会・静岡県地域包括・在宅介護支援センター協 

議会・一般社団法人静岡県介護福祉士会・静岡県ホームヘル 

パー連絡協議会・特定非営利活動法人静岡県介護支援専門員 

協会・一般社団法人静岡県社会就労センター協議会・社会福 

祉法人静岡県身体障害者福祉会・静岡県筋ジストロフィー協 

会・社団法人静岡県肢体不自由児（者）父母の会連合会・静 

岡県肢体不自由児協会・静岡県自閉症協会・静岡県聴覚障 

害者親の会・特定非営利活動法人静岡県作業所連合会・わ 

 

良知あつゆき 活動報告 
 

 

「水産施策に関する勉強会」へ参加 
平成 26年 12月 10日 静岡県水産振興推進協議会主催  

勉強会では、漁港の取り組み事例として、「いとう漁港」の６次産

業化、低利用魚の付加価値向上、魚食普及への取組、「伊豆漁協」の、

６次産業化及び経済基盤強化、また、「田子の浦漁協」の水産業と観

光産業との連携についての事例について学んでまいりました。 

さらに、県漁連として、長引く漁業環境の低迷で多くの漁業協同

組合が本来機能の発揮が困難な状況になっている中、この状況を脱

するためには、漁業・地域の活性化が必要で、改めて漁業等系統組

織の果たす役割が重要ととらえ、その原動力となる職員の意識改革

と併せマネジメント能力の習得を目指して各種研修等の取り組みを

積極的に行っている現状の説明を頂きました。 

 自由意見交換では、各団体から様々なご意見が活発に出されまし

た。静岡県水産加工業協同組合連合会様より、東日本大震災に伴い

各種制度等による資金が東北地方の漁港に集中したことにより、東

北地方の漁港の衛生管理等の設備改善が急激に進んだ現状と、反面、

静岡県内では対応のための資金の工面が困難で整備が遅れ、今後、

水産物の流通の流れが東北地方に片寄っていってしまう危機感を覚

えるというご意見を頂きました。当日は知事も参加されておりまし

たが、第三種特定漁港を抱える地元として、この点についても積極

的に対応してまいります。 

「参加議員等」（参議院議員）牧野京夫・岩井茂樹（静岡県知事）

川勝平太（静岡県議会水産議員）森 竹治郎・中澤通訓・深澤陽一・

天野 一・相坂摂治・大石哲司・藪田宏行・三ツ谷金秋・良知淳行 

「参加団体」 

静岡県漁業協同組合連合会・静岡県信用漁業協同組合連合会・静岡

県水産加工業協同組合連合会・静岡県漁船保険組合・静岡県漁業信

用基金協会・静岡県漁港漁場協会・静岡県漁業振興基金・ＪＦ共済

推進本部（共水連静岡支店）・全国合同漁業共済組合県事務所・県

漁連伊東地区運営委員会・県漁連賀茂地区運営委員会・県漁連各地

区運営委員会 

「静岡県」 

静岡県経済産業部・静岡県交通基盤部 
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